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　こうした中、1971 年５月にようやく児童手当法が成立する（翌 72 年１月から段階的に実施、
74 年度完全実施）。その目的は「家庭における生活の安定」と「次代の社会をになう児童の健全
な育成及び資質の向上」であり（児童手当法第１条）、それ以外の賃金・雇用政策や人口政策に















了まで引き上げられ（74 年）、金額も 3,000 円から 4,000 円（74 年）、5,000 円（75 年）へと上がり、
所得制限も緩和に向かった（73 年、74 年、76 年）。78 年は支給金額の増額を見送ったが、代わ











　児童手当の拡充が頓挫したのは 1970 年代半ば過ぎである。大蔵省と財政制度審議会は 75 年に
はすでに児童手当の縮小・廃止を求めるようになっていたとされ（北 2002 上 :30 頁）、同年、厚
生省も児童手当の見直しを検討し始める（横山 1975）。






行革関連特例法（1981 年 12 月）によって、最も厳しいとされる「老人福祉年金並」に所得限度
額が引き下げられる。
　これによって所得限度額は、扶養親族３人の世帯の場合、80 年の 432 万円が 81 年 377.5 万円、
82 年 318.5 万円へと大幅に引き下げられる。もっとも、この所得制限の強化は非被用者（自営業




和される（81 年 377.5 万円から 82 年度 487.5 万円へ）。それは事業主拠出金が余剰になっている
にもかかわらず、企業が被用者以外に拠出金を回すことを拒んだからだとされる（10）。このよう
な企業の姿勢と公費抑制政策が、財源の違いによる不公平を恒常化させるとともに、児童手当制
































　また、はじめての「家族白書」と言われる 1983 年版『国民生活白書』は、前掲の 71 年版『国
民生活白書』と打って変わって、家族機能低下論を前面に押し出す。核家族化、家族規模の縮小、
実践女子大学人間社会学部紀要　第８集　2012





























































　中央児童福祉審議会は、1974 年 11 月の「今後推進すべき児童福祉対策について」において、
児童手当の基本的な理念として、子どもの「人権」と「福祉」「平等」「全国民の連帯感」を掲げ















書によれば、子ども３人以上の世帯の場合、年収 300 から 400 万の課税世帯は扶養控除と児童手














年度 第１子（円） 第２子（円） 第３子以降（円） 所得限度額（万円）
1985 － － 中学校修了 5,000 本 334.0　特 525.0
1986 － ２歳未満 2,500 中学校修了 5,000 　340.6　　558.8 
1987 － ４歳未満 2,500 ９歳未満 5,000 　341.4　　581.3
1988 － 小学校入学前 2,500 小学校入学前 5,000 　342.4　　592.5
1991＊ １歳未満 5,000 ５歳未満 5,000 ５歳未満 10,000 　358.9　　625.0
1992 ２歳未満 5,000 ４歳未満 5,000 ４歳未満 10,000 　358.9　　625.0
1993 ３歳未満 5,000 ３歳未満 5,000 ３歳未満 10,000 　358.9　　625.0
2000 小学校入学前 5,000 小学校入学前 5,000 小学校入学前 10,000 　432.5　　670.0
2004 小学校３年 5,000 小学校３年 5,000 小学校３年 10,000 　596.3　　780.0












＊  91 年度の変更は 92 年１月から実施。所得限度額は扶養親族等３人の場合の年収。「本」は本則給付（自営業
者等）、「特」は特例給付（被用者）の年収。児童手当制度研究会監修『児童手当法の解説』（2007）より作成。

































































































































によって保育所の増設が大幅に進んだわけではない。エンゼルプラン（1994 年 12 月）の方針は、







にしか増えず（保育所数 1980 年 2 万 2,899、2010 年 2 万 3,068）、民営化ばかりが進行すること
になった。80 年代には６割を占めていた公立保育所は、とりわけ 2000 年代に入って減少し、













る基本的な考え方について」（1997 年 10 月）は、「子どもを育てることを私的な責任（家族の責任）
としてだけ捉えるのではなく、社会的な責任である、との考え方をより深めるべきである」と述





































手当の支給総額は 1990 年代を通じて厳しく抑制される。1992 年には第１子からの支給と第３子










　だが、90 年代の少子化対策は何ら効を奏さなかった。出生率は 1.57 ショック以後もほぼ一貫

































子家庭に対する児童扶養手当については、2002 年に全額支給（子ども１人の場合、月額 4万 2,370
円）の収入限度額が 204.8 万円から 130 万円へと引き下げられる。この 130 万円という限度額は、












































































































































提唱している。1950 年 6 月の社会保障制度審議会「社会保障制度研究試案要綱」は、「多子家庭」に対
する貧困対策として児童手当を挙げたが、同年 10 月の同審議会「社会保障制度に関する勧告」は、児
童手当を削除した〔社会保障Ⅰ〕。











（8）　1969 年 8 月の人口問題審議会「わが国人口再生の動向についての意見」は、人口の再生産率の回復を
提唱し、「子女の扶養負担の軽減」を提案する〔社会保障Ⅱ：3 頁〕。だが、71 年 10 月の同審議会「最
近における人口動向と留意すべき問題点について」は、「人口の質的向上」政策へと戻り〔社会保障Ⅱ：
10 頁〕、以後少子化問題が登場する 90 年代に入るまで、出生率向上を意図した政策は出されなかった。








94 年には「児童育成事業」へと拡大される（北 2002 上：32 頁、2002 中：40－44 頁）。つまり、児童手
当制度が拡充されなかったのは、こうした政府と財界の方針によるものであって、財源がなかったか
らではないのである。
（11）1962 年から支給が開始された児童扶養手当は、76 年に支給対象児童が義務教育修了から 18 歳までに
延長されるなど、70 年代半ばまで拡充される。だが、85 年の法改正で全額支給と一部支給に分けられ、
所得制限が強化される。子ども 1 人の場合、84 年は年収 361 万円未満まで 3 万 2,700 円が支給されたが、
85 年は、年収 171 万円未満まで 3 万 3,000 円（全額支給）、171 万円から 300 万円未満まで 1 万 1,000
円（一部支給）となった。
（12）74 年の所得税の最高税率は 8,000 万以上 75％だったが、84 年 8,000 万以上 70％、87 年 5,000 万以上
60％、89 年 2,000 万以上 50％、95 年 3,000 万以上 50％となる。最高税率が最も引き下げられたのが
1999－2007 年で、1,800 万以上 37％。相続税も 88 年に大幅に引き下げられる。
（13）家族政策に関するこれまでの主な研究は、70 年代以降の政策と同様、高度成長期の核家族化や都市化、
産業化等によって家族機能が低下したとし、それが家族政策の形成につながったと捉えてきた（福島



















高める改革が進められたという（都村 2002：25 頁）。もっとも、阿部彩は 1996 年のデータを基に、日
本では児童手当以上に扶養控除が貧困の削減に効果を上げていると分析する。だがそれは、「児童手当
の給付額が少額なため、逆進的な構造の扶養控除と比べても、その貧困削減効果が劣ってしまうから
である」（阿部 2005：137 －138 頁）。
（18）『朝日新聞』の社説は、児童手当制度発足当時、「いま児童手当制度を老人対策より優先させる理由は
ない」（1971 年 2 月 23 日）と主張した。そればかりか、「そもそもカネで子どもを育てるというふうな
考え方には異論もあろう」（1980 年 9 月 9 日）と述べるなど、児童手当そのものに疑念を示す。こうし
た主張は 80 年代を通じて変わらない。少子化問題が登場した 90 年代になると、児童手当よりも保育
所の整備など両立支援を優先すべきだとして、児童手当の拡充に反対する。同社説は、「同じ額の現金
を一律に配るのは、理念に乏しく底の浅い政策である」（1999 年 12 月 10 日）、児童手当の拡充は、「所
得制限の撤廃が前提となっており、もはやまともな社会保障政策とはいえない」（1999 年 12 月 16 日）
とまで言う。それが一転して児童手当の拡充を主張するようになるのは 2004 年以降である。2004 年
11 月 29 日の社説は、「社会保障給付の 70％が高齢者向けだ。児童手当や保育所など児童・家庭向けは 4％
にすぎない。子育てはすべて自分の責任で、と言わんばかりだ」と書く。
（19）2001 年版『国民生活白書』によると、家計支出に占める「教育関係費」（給食費、通学費、授業料、教
材費、補習教育の月謝等）の割合は、74 年の 5.8％から 99 年 12.6％に増加する〔第 3 章 5〕。一方、「1




（21）政策側の要因としては、1999 年 10 月に自民党、自由党、公明党の連立政権が発足したことが大きい。
公明党の主張により、児童手当の拡充が三党の合意書に盛り込まれた（児童手当：37 頁）。
（22）国立社会保障・人口問題研究所の「平成 21 年度社会保障給付費」（2011 年）によると、社会保障給付
費に占める児童・家族関係給付費は、1975 年には 5.6％を占めていたが、以後減少し、90 年代半ばに
は 3.3％にまで低下した。2000 年代に入ると若干上昇するが、2009 年度の児童・家族関係は 3.8 兆円、




ぎない。少子化社会対策会議の「『子どもと家族を応援する日本』重点戦略」（2007 年 12 月）は、現金
給付（児童手当など）と現物給付（保育所など）のバランスをとった家族政策が必要と言いつつも、
現物給付を優先するという。
（24）この減額措置は強い反対により 2007 年に凍結され、受給者が就職しているか就職活動中の場合、およ 
び、病気、けが、障害がある場合には、従来通りの支給額を受け取れることになった。
（25）神戸事件の翌 98 年 4 月には、橋本総理主宰の「次世代を担う青少年について考える有識者会議」（石
川忠雄座長）が「次世代を担う青少年のために」を提出する〔40 年の歩み：458－471 頁〕。以後、中央
児童福祉審議会（98 年 7 月）、中央教育審議会（98 年 6 月、2000 年 4 月）、生涯学習審議会（99 年 6 月、
2000 年 11 月）、青少年問題審議会（99 年 7 月）などが一斉に家庭教育や青少年の育成に関する政策を
発表する。
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（26）だが、これらの問題と核家族化との相関関係は見られず、児童虐待や少年犯罪の「増加」「深刻化」といっ









（28）民主党政権の発足後、生活保護の母子加算が復活し（2009 年 12 月）、父子家庭にも児童扶養手当が支
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